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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第14期
第１四半期

累計(会計)期間

第15期
第１四半期
累計(会計)期間

第14期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

売上高（千円） 1,311,138 841,880 5,242,933

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△30,034 △178,775 203,866

四半期（当期）純利益又は純損失（△）

（千円）
△19,610 △107,611 106,423

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 377,525 377,525 377,525

発行済株式総数（株） 39,753 39,753 39,753

純資産額（千円） 1,283,255 1,206,270 1,409,289

総資産額（千円） 2,612,748 3,007,326 3,204,193

１株当たり純資産額（円） 32,280.71 30,344.14 35,451.14

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は

純損失金額(△）（円）
△493.31 △2,707.00 2,677.12

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － 2,676.25

１株当たり配当額（円） － － 2,400

自己資本比率（％） 49.1 40.1 44.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△246,912 △130,533 △30,294

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△13,753 △1,275 △569,437

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
98,236 △249 650,324

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高（千円）
604,196 685,160 817,219

従業員数（人） 875 862 827

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第14期第１四半期累計(会計）期間及び第15期第１四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四

半期(当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるた

め記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 862 　

　（注）従業員数は就業人員であります。 
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社の主たる業務は、機械、電気・電子、ソフトウエアの設計開発などの技術提供サービス事業であり、提供する

サービスの性格上、生産実績になじまないため、記載を省略しております。

　

(2）受注状況

　当社のアウトソーシング事業はその形態から受注金額と販売金額がほぼ同等となるために、記載を省略しており

ます。

　

(3）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

アウトソーシング事業

当第１四半期会計期間

（自　平成21年４月１日

    至　平成21年６月30日）

売上高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％）

　

　

事

業

区

分

 

 

 

輸送用機器関連 300,153 35.7 △36.3

機械関連 59,891 7.1 △55.3

情報通信・精密機器関連 235,853 28.0 △21.7

電気電子機器・半導体回路関連 191,228 22.7 △41.2

情報処理・ソフトウエア関連 54,754 6.5 △31.1

合計 841,880 100.0 △35.8

 

　（注）１．本表の金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在してないため、主な相手先別の販売

　　　　　　実績等の記載は省略しております。

　 

２【事業等のリスク】

　当第１四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当第１四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)業績の状況

  当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、一部の経済指標で改善の兆しが見え始めてはいるものの、世界的な

景気後退の影響を受け企業収益は大幅に減少しており、依然として先行き不透明な状況が続いております。当社の主

要顧客であるメーカーにおいても、在庫調整の進展に伴う生産回復が見られるなか、収益確保のための開発費削減、設

備投資の抑制などのコスト削減が行われる厳しい状況でありました。

このような状況のなか、全国的に新規顧客、有望業種への営業開拓を図りながら、既存顧客との継続契約、受注獲得

を第一に待機技術者の戦力化をスピーディに出来るように営業展開をいたしました。また、待機技術者へより顧客

ニーズへ対応出来る実践的な教育を推進しました。しかしながら、開発要員の削減、技術者ニーズ減少による同業他社

との競争の激化、コスト削減による技術料金の低下、稼働時間の減少などが顕著に見られ、厳しい状況となりました。

４月入社の新卒技術者63名につきましては、未経験者へのニーズが極めて少なく戦力化が殆ど出来ない状況でした。

その結果、当第１四半期会計期間における技術者の稼働率は61.5％（稼働率(％)＝稼動技術者数/技術社員総数＊100

であり、期間の月末人数を累計した数値により算出しております。）となりました。　

これらの結果、当第１四半期会計期間の売上高は841,880千円（前年同四半期比35.8％減）、売上原価は868,795千

円（同24.0％減）、販売費及び一般管理費は149,122千円（同24.7％減）、営業損失は176,036千円（前年同四半期営

業損失30,380千円）、経常損失は178,775千円（前年同四半期経常損失30,034千円）、税引前第１四半期純損失は

178,775千円（前年同四半期純損失30,034千円）、第１四半期純損失は107,611千円（前年同四半期純損失19,610千

円）となりました。売上原価は、新卒技術者、未経験技術者の戦力化の遅れ、契約期間の終了に伴う待機技術者の増加

を主要因とする稼働率の低下により、売上に対する構成比率が103.2％（前年同四半期に比べ16.0ポイント増）とな

りました。また、販売費及び一般管理費は、本社を含む拠点の集約やサテライト閉鎖に伴う家賃地代等の圧縮、採用関

連費用の抑制、役員報酬の減額などの人件費の削減により、売上高の減少による影響を最小限にとどめ、売上に対する

構成比率は17.7％（前年同四半期比2.6ポイント増）となりました。

また、今年度の経済環境の先行きは、厳しい状況が続くと予想されており、待機技術者については5月より雇用調整

助成金（休業補償、教育訓練）の申請を行っております。　

　  

(2) キャッシュ・フローの状況

 　 当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、税引前四半期純損失

　が影響して、前事業年度末に比べ132,058千円減少し685,160千円となりました。なお、前年同四半期会計期間末に

　おける資金の残高は604,196千円でありました。

    当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

   (営業活動によるキャッシュ・フロー)

    営業活動の結果使用した資金は、130,533千円となりました。この主な要因は、税引前四半期純損失を計上した

　こと及び賞与引当金が減少したことにあります。なお、前年同四半期は246,912千円の資金を使用しました。

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

    投資活動の結果使用した資金は、1,275千円となりました。この内訳は、有形固定資産の取得であります。な

　お、前年同四半期は13,753千円の資金を使用しました。

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　  財務活動の結果使用した資金は、249千円となりました。これは短期借入金の増加があったものの、配当金の支

払及び長期借入金の返済という減少要因がこれを上回ったことによります。なお、前年同四半期は98,236千円の資

金を獲得しました。　

 

(3)事業上及び財政上の対処すべき課題

 　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　　(4)研究開発活動

　　　 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 135,000

計 135,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,753 39,753ジャスダック証券取引所

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 39,753 39,753 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成16年10月19日臨時株主総会決議（第２回新株予約権）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 8

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 72

新株予約権の行使時の払込金額（円） 33,334

新株予約権の行使期間
自　平成18年10月20日

至　平成23年10月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 33,334

資本組入額　　16,667

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権

者」という。）は、権利行使時において当社の取締役、

監査役又は従業員いずれかの地位を保有しているこ

と、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に

限る。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由

があると認めた場合は、この限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株

予約権を行使することが出来る。

③その他の条件は、本総会決議及び取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

④新株予約権者は、当社普通株式が上場もしくは店頭登

録された場合に限り、新株予約権を行使することが出

来る。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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　（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

１

分割・併合の比率

又、新株予約権発行後時価を下回る価額で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合（新株予約権

行使の場合は除く。）は次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数

は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継

される場合、又は、当社が会社分割を行う場合、並びに、当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行

い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

２．平成18年９月１日付及び平成20年４月１日付でそれぞれ１株を３株に分割したことにより、「新株予約権の

目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
－ 39,753 － 377,525 － 337,525

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,753 39,753 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 39,753 － －

総株主の議決権 － 39,753 －

 

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 24,10024,60032,200

最低（円） 20,01022,00024,700

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に

基づき、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で）及び当第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新

日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 685,160 817,219

受取手形及び売掛金 462,906 593,488

仕掛品 5,300 5,536

貯蔵品 165 230

前払費用 33,871 28,816

繰延税金資産 175,625 104,811

未収還付法人税等 77,721 75,532

その他 8,614 10,385

流動資産合計 1,449,366 1,636,020

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 433,101 438,337

構築物（純額） 3,880 4,065

車両運搬具（純額） 2,599 2,901

工具、器具及び備品（純額） 6,067 6,869

土地 968,009 968,009

有形固定資産合計 ※
 1,413,658

※
 1,420,183

無形固定資産

ソフトウエア 5,514 5,982

施設利用権 1,914 1,923

無形固定資産合計 7,428 7,905

投資その他の資産

投資有価証券 7,000 7,000

長期前払費用 2,449 2,848

繰延税金資産 80,797 80,797

会員権 2,130 2,130

差入保証金 46,295 49,106

貸倒引当金 △1,800 △1,800

投資その他の資産合計 136,872 140,082

固定資産合計 1,557,959 1,568,172

資産合計 3,007,326 3,204,193
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 － 242

短期借入金 345,000 214,000

1年内返済予定の長期借入金 275,040 275,040

未払金 13,261 13,639

未払費用 330,782 322,143

未払法人税等 1,754 －

未払消費税等 37,987 25,210

預り金 75,141 23,227

賞与引当金 81,970 240,166

その他 23,049 1,888

流動負債合計 1,183,987 1,115,558

固定負債

長期借入金 408,200 476,960

退職給付引当金 142,573 138,398

役員退職慰労引当金 66,294 63,986

固定負債合計 617,068 679,345

負債合計 1,801,056 1,794,904

純資産の部

株主資本

資本金 377,525 377,525

資本剰余金 337,525 337,525

利益剰余金 491,220 694,239

株主資本合計 1,206,270 1,409,289

純資産合計 1,206,270 1,409,289

負債純資産合計 3,007,326 3,204,193
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 1,311,138 841,880

売上原価 1,143,502 868,795

売上総利益又は売上総損失（△） 167,635 △26,914

販売費及び一般管理費

役員報酬 21,249 17,165

給料及び賞与 69,619 63,654

賞与引当金繰入額 10,066 6,011

退職給付引当金繰入額 405 370

役員退職慰労引当金繰入額 2,870 2,307

法定福利費 12,434 11,338

採用費 13,918 1,053

旅費及び交通費 5,290 3,664

支払手数料 16,948 14,607

地代家賃 19,127 11,150

減価償却費 1,648 1,862

その他 24,435 15,936

販売費及び一般管理費合計 198,015 149,122

営業損失（△） △30,380 △176,036

営業外収益

受取利息 387 103

受取配当金 50 50

受取手数料 374 354

その他 347 11

営業外収益合計 1,159 519

営業外費用

支払利息 813 3,258

その他 0 0

営業外費用合計 813 3,258

経常損失（△） △30,034 △178,775

税引前四半期純損失（△） △30,034 △178,775

法人税等 ※
 △10,423

※
 △71,164

四半期純損失（△） △19,610 △107,611
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △30,034 △178,775

減価償却費 6,175 7,002

長期前払費用償却額 721 824

賞与引当金の増減額（△は減少） △162,967 △158,196

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,384 4,175

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,870 2,307

受取利息及び受取配当金 △437 △153

支払利息 813 3,258

売上債権の増減額（△は増加） △13,653 130,581

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,617 301

前払費用の増減額（△は増加） △5,354 △5,021

差入保証金の増減額（△は増加） △2,124 5,517

その他の資産の増減額（△は増加） △3,015 △1,256

仕入債務の増減額（△は減少） △289 △242

未払費用の増減額（△は減少） 30,507 8,638

預り金の増減額（△は減少） 60,705 40,157

その他の負債の増減額（△は減少） △5,050 15,429

小計 △122,362 △125,451

利息及び配当金の受取額 169 50

利息の支払額 △971 △3,292

法人税等の支払額 △123,748 △1,840

営業活動によるキャッシュ・フロー △246,912 △130,533

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △13,393 △1,275

無形固定資産の取得による支出 △360 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,753 △1,275

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 150,610 131,000

長期借入金の返済による支出 － △68,760

配当金の支払額 △52,373 △62,489

財務活動によるキャッシュ・フロー 98,236 △249

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △162,430 △132,058

現金及び現金同等物の期首残高 766,626 817,219

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 604,196

※
 685,160
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、85,315千円でありま

す。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、78,790千円でありま

す。

 

（四半期損益計算書関係）

  前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日

　　　　　　　 　 至　平成20年６月30日）

  当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日

　　　　　　　 　 至　平成21年６月30日）

※　法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しており

ます。

※　　　　　　　　　　　同左

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年６月30日現在） 　（平成21年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 664,196

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △60,000

現金及び現金同等物 604,196

 

 （千円）

現金及び預金勘定 685,160

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 685,160

 

 

（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　39,753株

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 95,407 2,400 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日)

前事業年度末
 (平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 30,344.14円 １株当たり純資産額 35,451.14円

  

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 493.31円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 2,707.00円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純損失（千円） 19,610 107,611

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 19,610 107,611

期中平均株式数（株） 39,753 39,753

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－　 －　

 

（重要な後発事象）

　前第１四半期会計期間
  （自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
  至　平成21年６月30日）　

当社は、平成20年７月15日開催の取締役会において、以

下の通り固定資産の取得を決議し、平成20年７月29日に取

得いたしました。

①目的

　従業員の増加に伴う教育研修のためのスペースの手狭化

の解消と本社、新横浜営業所及びＣＴ事業部を１か所に集

約することによるビル賃借料等の費用負担の軽減を目的

として土地及び建物を購入するものであります。

②設備投資の内容

　所在地　　　　　神奈川県横浜市西区楠町８番４

　土地面積　　　　430.70㎡

　建物延床面積　　1,822.12㎡

　購入価格　　　　土地　390,000千円

　　　　　　　　　建物　 90,000千円

　資金調達方法　　自己資金及び借入金　

―――――
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月４日

株式会社ヒップ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高　橋　廣　司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安　田　弘　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　葉　達　也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒップの平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの第14期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月

30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒップの平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年７月29日に重要な固定資産を取得した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月３日

株式会社ヒップ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安　田　弘　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　葉　達　也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒップの平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの第15期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒップの平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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